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はじめに 

 

本市の都市計画道路は、昭和１９年に都市計画法に基づく 初の都市計画決定が

行われて以降、人口の急増、経済の高度成長及びモータリゼーションの進展などの

社会経済情勢の動向に伴う市街地の拡大、自動車の交通需要の増大に対応するため、

都市計画道路網の拡充を図ってきました。 

しかし、近年の人口減少や少子高齢化の進展、経済の低成長、市街地拡大の収束

などの社会経済情勢の変化により、都市計画道路として当初に決定したときの必要

性や位置付けに変化が生じている可能性があります。 

このため、「帯広市都市計画マスタープラン」、「おびひろまち育てプラン」、「帯広

圏交通マスタープラン」におけるまちづくりや交通体系の方向性を踏まえ、都市計

画決定後長期間にわたり事業未着手などの路線について、社会経済情勢の変化を考

慮したうえで、計画の必要性や事業の実現性などを総合的に点検・検証し、計画の

「存続」、「変更」、「廃止」の位置付けを行うための基本的な考え方を示すものです。 



 

１ 見直しの背景と必要性 

高速道路などの自動車のための専用道路

都市の拠点間を結び、自動車専用道路と連携し、都市に出入
する交通のための道路

都市内の各地区または主要な施設間を結び、主に都市内の交
通のための道路

主要幹線街路又は都市幹線街路で囲まれた区域内の交通のた
めの道路

地区内における沿道宅地などへの利用のための道路

歩行者・自転車のための専用道路など

図１．２　都市計画道路の交通機能による分類
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①人や車の通行や物資の移動のための「交通機能」
②道路緑化や良好な景観形成などの沿道環境、延焼防止や避難路などの防災
　空間、上下水道・電気・ガスなどを収容するための「空間機能」
③都市の骨格や街区を形成するとともに、人々が集い、遊び、語らうなどコ
１ミュニティ空間を創り出すための「市街地形成機能」

図１．１　都市計画道路の機能
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１－１ 都市計画道路とは 

１）都市計画道路の機能 

都市計画道路は、都市の骨格を形成

する都市施設であり、都市の健全な発

展と秩序ある整備を図るための重要な

施設として、都市計画法で定められて

いるものです。 

その機能には、大きく分けて次の３

つの機能があります。 

 

 

 

 

 

 

２）都市計画道路の種類 

都市計画道路は交通機能から、自動車専用道路、幹線街路、区画街路、特殊街

路に区分され、これらを組み合わせて、それぞれの役割が十分に発揮できるよう

に配置しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画道路は、大規模な道路が多く整備費用も多額になることから、計画を

立てて、すぐに事業化することは難しく、優先度が高いものから計画的に整備を

行っています。 
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３）帯広市の都市計画道路網 

帯広市における都市計画道路網は、殖民区画のグリッドパターンを基本として、

交通の発生集中が多い商業地では概ね２５０ｍ間隔、交通の発生集中が比較的少

ない郊外の住宅地では、５５０ｍ（号線）間隔で道路網を配置しています。 

昭和１９年に３１路線、延長約６１㎞が 初に都市計画決定されて以降、人口

や交通量の増加、市街地の拡大に対応した道路網の拡充を進めてきました。 

現在の都市計画道路網の骨格は昭和５８年に決定されたもので、当時の人口増

加や経済成長に合わせた市街地拡大や交通量増大に対応することを基本に計画さ

れました。その後も鉄道連続立体交差事業に伴う道路網の変更などを経て、現在

の道路網を形成しています。 

図１．３　帯広市都市計画道路網図
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１－２ 都市計画道路の現状と課題 

１）都市計画道路の整備状況 

帯広市の都市計画道路は、平成２０年３月３１日現在、８５路線（幹線街路、

区画街路、特殊街路の合計）、延長１９４．３㎞が都市計画決定されており、その

うち整備済が１５３．６㎞で整備率は約７９％と着実に整備を進めています。 

また、道内の主要１０都市で比較すると、５番目に高い整備率となっています。 

 図１．５　都市計画道路整備率の道内主要１０都市比較
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出典：北海道の都市計画（平成１９年３月３１日現在）

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．４　都市計画道路の整備状況の推移
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また、道路区分毎の整備状況は表１．１のとおりとなっており、整備率は幹線

街路が約７８％、区画街路は１００％、特殊街路は約７５％となっています。 

路 線 数 延 長 率 路 線 数 延 長 率

.4 ㎞ 35 路線 139.5 ㎞ 78.2 % 30 路線 38.9 ㎞ 21.8 %

.8 ㎞ 16 路線 8.8 ㎞ 100.0 % 0 路線 0.0 ㎞ 0.0 %

1 ㎞ 1 路線 5.3 ㎞ 74.6 % 3 路線 1.8 ㎞ 25.4 %

3 ㎞ 52 路線 153.6 ㎞ 79.1 % 33 路線 40.7 ㎞ 20.9 %

（平成２０年３月３１日現在）

表１．１　都市計画決定状況と整備状況

整 備 済 未 整 備
延 長

幹 線 街 路 65 路線 178

区 画 街 路 16 路線 8

特 殊 街 路 4 路線 7.

計 85 路線 194.

区 分 路 線 数 決 定

 

しかし、整備済延長に

事業中及び事業予定区間

の１４．０㎞を合わせて

も、２８路線２６．７㎞

が依然未整備のままとな

っています。 

図１．６　未整備の都市計画決定からの経過年数別構成比
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過しているものが１７路

線１５．４㎞あり、未整

備延長の約５８％を占め

ています。 
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２）都市計画道路の区域内における建築制限 

都市計画道路の区域内には、将来の都市計画事業の円滑な執行を確保するため

に、都市計画法第５３条による建築制限が課せられており、建築物を建築するに

は許可が必要であるため、同法第５４条で許可の基準が定められています。 

具体的には、３階以上や地下を有するもの、鉄筋コンクリート造りなどの建築

はできないことになっており、都市計画決定されてから、長期にわたり事業が実

施されない場合、地権者の生活や土地の有効活用への影響が懸念されています。 

【参考】
　●建築の許可：都市計画法第５３条
　　都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域において、建築物の建築を
　　しようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、都道府県知事の許可

　　※１を受けなければならない。
　●許可の基準：都市計画法第５４条
　　当該建築物が次に掲げる要件に該当し、かつ、容易に移転し、又は除去するこ
　　とができるものであると認められること。
　　イ　階数が２以下で、かつ、地階を有しないこと。
　　ロ　主要構造部（建築基準法第２条第５号に定める主要構造部をいう。）が木
　　　　造、鉄骨造、コンクリートブロック造その他これらに類する構造であるこ
　　　　と。

※１　北海道からの権限委譲により、帯広市長の許可　

都
市
計
画
道
路
幅
員

建築制限がかかる建物

図１．７　建築制限のイメージ

現道幅員
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１－３ 見直しの背景 

 １）社会経済情勢の変化 

　①人口減少・少子高齢化の進展
　②都市の成熟化
　③地球環境問題
　④経済の低成長
　⑤地方分権の進展
　⑥都市防災への対応

 

 

①人口減少・少子高齢化の進展 

帯広市の人口は、平成１２年をピークに減少に転じており、国立社会保障・

人口問題研究所によると、今後も減少を続け、平成３７年には昭和５５年とほ

ぼ同程度の約１５．８万人になると推計されています。 

また、人口減少とともに少子高齢化が進行し、平成３７年には高齢者人口（６

５歳以上）の割合が２９．８％になるものと推計されています。 

こうした状況から、自動車交通量の減少への対応や高齢社会に対応した歩行

者空間の充実などが求められています。 

 

実績値：国勢調査　　　推計値：日本の市区町村別将来推計人口（平成15年12月推計）国立社会保障・人口問題研究所

図１．８　帯広市の人口推移
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②都市の成熟化 

帯広市では、人口の急増とともに昭和４０年代の経済の高度成長及びモータ

リゼーションの進展などを背景に市街地が拡大してきましたが、その後、人口

の増加傾向が鈍化したことなどに伴い、市街地の拡大は収束しつつあります。 

今後は、持続可能なまちづくりに向けて、蓄積された都市基盤や資源を有効

に活用した都市機能の充実が求められています。 
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  ③地球環境問題 

    地球温暖化防止など地球環境保護への取り組み、自然環境の保全や自然との

関わりなどによる快適な都市環境の形成とともに人と自然が共生する豊かなま

ちづくりが求められています。 

    さらに、平成２０年７月、帯広市は環境モデル都市に選定されました。環境

モデル都市とは地球温暖化防止のために二酸化炭素などの温室効果ガスの大幅

な排出削減など、低炭素社会の実現に向け、高い目標を掲げて先駆的に取り組

みを行う都市のことをいいます。 

    この取組の中で、効率的・経済的な整備による自動車の走行時間短縮や省エ

ネ効果（CO2 削減）を目的として、都市計画道路を基本とした道路交通ネッ

トワークの見直しや再構築が位置付けされました。 

   図１．９ 環境モデル都市のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④経済の低成長 

    厳しい財政環境から、市税収入が減少しており、公共事業の実施においても、

選択と集中による効率的・効果的な投資を行うなど、より一層の効率化が求め

られています。 

 

  ⑤地方分権の進展 

    地方分権の進展により、都市計画についても地方自治体が主体的に取り組む

必要性が生じています。 

 

  ⑥都市防災への対応 

阪神・淡路大震災の教訓から防災への意識が高まり、災害に強いまちづくり

が求められています。 
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都市計画道路には、延焼防止や災害時における避難路、人及び物資の緊急輸

送路としての機能を有することから、防災に対応した道路整備が求められてい

ます。 

 

２）国・北海道の動向 

平成１４年８月、国土交通大臣の諮問機関である社会資本整備審議会の中間報

告において、都市計画道路の見直しを早期に実施する必要性が指摘され、この答

申を受けた国土交通省では、同年秋開催の全国都市計画担当者課長会議で、見直

しにおける都道府県や市町村の役割について考え方を示しました。 

この考え方に基づき、北海道では平成１９年２月に道内の多様な地域特性を考

慮し、市町村の主体性を尊重した見直しが進められるように配慮した「都市計画

道路の見直しガイドライン」を策定しました。 

 

都市計画道路について、「今後の都市を取り巻く状況の変化や目指すべき将来
の都市像に的確に対応するよう、都市計画道路の追加、廃止、現状維持など必
要な見直しを早期に実施する必要がある。」と指摘。

社会資本整備審議会の中間報告（平成１４年８月２日）
「今、転換のとき」

「各都道府県は都市計画道路をはじめとする都市施設見直しのガイドラインを
作成して市町村を支援する。その後、各市町村はこのガイドラインに基づく都
市施設の見直しを促進する。」という考え方を示す。

国土交通省

平成１９年２月、北海道における都市計画道路のあり方について、目指すべき
方向性を示し、長期未着手の都市計画道路について、見直しの基本的な考え方
と手順について示す「都市計画道路の見直しガイドライン」を策定。

北海道

（社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会）

（平成14年全国都市計画担当者課長会議）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－４ 見直しの必要性 

  帯広市の都市計画道路は、人口増加や都市の発展に対応するため、計画的に整備

を進めてきましたが、依然として、２６．７㎞が未整備路線として存在し、効果的

な整備による都市環境の向上が望まれています。 

さらに、人口減少・少子高齢化の進展や経済の低成長などの社会経済情勢の変化、

コンパクトで持続可能なまちづくりへと転換期を迎えている今、未整備となってい

る都市計画道路が、帯広市の将来像に沿った計画となっているかを総合的に点検・

検証し、適切な見直しを行う必要があります。 
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図１．１０　都市計画道路の見直しの必要性

　　○人口減少・少子高齢化の進展　　　　　○都市の成熟化

　　○地球環境問題　　　　　　　　　　　　○経済の低成長

　　○地方分権の進展　　　　　　　　　　　○都市防災への対応

社会経済情勢の変化

○都市計画道路の未整備延長（事業中と事業予
　定区間を除く）が約２７㎞あり、完成まで相
　当の年数が必要。

○都市計画決定時点から３０年以上経過してい
　るもの（事業中と事業予定区間を除く）が、
　約１５㎞存在する。

○都市計画決定時点から年数が経過し、決定時
　の必要性や位置付けが変化している路線が存
　在する。

○長期にわたり、都市計画法による建築制限を
　課している路線が存在する。

帯広市における都市計画道路の課題

○人口減少・少子高齢化への対応
○既存ストックを活用した都市機能の向上
○環境と調和したまちづくり
○個性と魅力あるまちづくり
○安全・安心に暮らせるまちづくり

まちづくりの課題

○将来交通量の減少
○都市構造の変化に対応した交通網の構築
○環境負荷の低減
○高齢者の多様な活動を支える交通施策の展開
○高速交通体系の整備促進と有効活用

帯広圏の交通の課題

　　　　　　　　　　　　　都市計画道路の見直し
目指すべき将来像との整合を図りつつ、機能と役割を考慮した都市計画道路の見
直しが必要である。
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２ 見直しにおける基本的な考え方 

２－１ 見直しの考え方 

長期間未整備などの都市計画道路が、帯広市の目指すべき将来像に沿った計
画となっているかを交通機能や市街地形成機能、都市防災機能などの様々な
観点から、総合的に必要性や実現性を点検・検証し、「存続」・「変更」・
「廃止」の位置付けを行います。

 

 

 

 

 

都市計画道路の見直しにあたっては、「帯広市都市計画マスタープラン」、「おびひ

ろまち育てプラン」、「帯広圏交通マスタープラン」のほか、緑づくりの総合計画で

ある「帯広市緑の基本計画」などを踏まえ、平成１９年２月に北海道が策定した「都

市計画道路の見直しガイドライン」に基づき、将来の目指すべき将来像を展望した

上で見直しを行います。 

 

２－２ 帯広市の将来像とこれからの都市計画道路のあり方 

１）帯広市都市計画マスタープラン 

平成１５年８月に策定した「帯広市都市計画マスタープラン」では、まちづく

りの将来像、基本方向、目標を次のように定めています。 

図２．１　帯広市都市計画マスタープランの将来像、基本方向、目標 

広い大地に　生命が輝き　響き合う　北の田園都市おびひろ
将
来
像

目
標

 

均一型の都市づくりから
メリハリのあるまち創りへ

基
本
方
向

拡大型の都市づくりから
既存活用型のまち使いへ

安心して住む 安全に動く 快適に働く
心豊かに

時を過ごす

いのち

また、将来の都市構造の骨格となる道路・交通体系の形成方針では、次の５つの

方針を定めています。 
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図２．２　将来都市構造図　道路骨格図

出典：帯広市都市計画マスタープラン

 
①
②
③
④
⑤

高速道路の整備促進
主要幹線道路の整備促進
幹線道路による交通ネットワークの充実
歩行者・自転車道路の整備（歩きやすく、自転車が使いやすいみち）
都心の快適な道路整備

これらの考え方を踏まえた将来都市構造の道路骨格図は下図に示すとおりです。 
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２）おびひろまち育てプラン 

   「帯広市都市計画マスタープラン」の基本方向である「拡大型の都市づくりか

ら既存活用型のまち使いへ」の実現に向けて、具体的な施策の推進方針を示すこ

とを目的として、平成２０年２月に「おびひろまち育てプラン」を策定しました。 

   この「おびひろまち育てプラン」のなかで、持続可能なまちづくりに向けて、

土地利用と交通施策の連携を図るため、省資源、省エネルギー型の交通体系整備

を目的として、都市計画道路の見直しが位置付けられています。 

図２．３　帯広圏域内の自動車交通量の変化

394,490
366,713

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

H17 H37

約7％減少
（台トリップ/日）

土地利用と交通施策の連携
＜目的＞
　省資源、省エネルギー型の交通体系整備
＜施策＞
　①都市計画道路の見直し
　②自転車・歩行者利用環境の整備
　③公共交通の利便性向上

 

３）帯広圏交通マスタープラン（帯広圏総合都市交通体系調査） 

  ○帯広圏交通マスタープランの概要 

この調査は、平成１７～１９年に北海道が策定主体となり、帯広圏（帯広市、

音更町、芽室町、幕別町の１市３町）都市計画区域を対象として、交通の主体で

ある人の動きの実態を把握するパーソントリップ調査を実施し、将来の交通動向

を予測することにより、帯広圏の都市構造や土地利用を支える総合的な交通計画

として、平成２０年３月に策定したものです。 

近年の社会経済情勢の変化や高規格

幹線道路の整備促進により、交通を取

り巻く環境が大きく変化していること

から、これまでの人口増加を前提とし

た計画からの脱却、人口減少を見据え

た都市構造への転換などの視点から、

２０年後の平成３７年を目標にした交

通マスタープランを策定したものです。 

将来交通量推計の結果、平成３７年の自動車交通量が平成１７年と比較して、

約７％減少することが予測されています。（図２．３参照） 

この中で、帯広圏における主な施策として、下記のことが示されています。 

   

 帯広圏の主な施策
①主要幹線道路である４放射１環状をはじめとする拠点間連携軸の強化
②自転車・歩行者ネットワークの充実
③高速交通体系の有効活用
④拠点間を結ぶ公共交通の維持・充実

 

 

 

 - 12 -



 

○帯広圏の広域交通体系 

この交通マスタープランのなかで、帯広圏域の骨格道路を２高速４放射１環状

として位置付けています。 

２高速とは、道央と道東や十勝管内の都市間を結ぶ北海道横断自動車道と帯

広・広尾自動車道のことをいいます。４放射は、北方向の国道２４１号と帯広北

バイパス、南方向の国道２３６号と弥生新道、東西方向の国道３８号のことをい

い、１環状は、弥生通と中島通、音更町の道道帯広新得線から国見通、幕別町の

札内新道を結ぶ約３７㎞の圏域環状線を位置付けており、広域交通を円滑化する

役割を担っています。 

図２．４　帯広圏の広域交通体系図
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４）これからの都市計画道路のあり方 

  これらの計画に基づき、帯広市の目指すべき将来像の実現に向けた都市計画道路

のあり方を下図のように整理しました。 

①「環境にやさしい」みちづくり
　　主要幹線道路である４放射１環状や幹線道路の整備を行い、交通渋滞の解消や自動
　車の走行性向上による走行時間の短縮、二酸化炭素などの排出ガスの削減を目指し、
　さらに、環境負荷の低減や健康増進などの観点から、自転車・歩行者のネットワーク
　を充実し、省資源、省エネルギーに努めます。
　　また、自然と共生し環境への負荷を抑えた緑あふれる快適な環境を創造するため、
　緑のネットワークの形成、貴重な緑地の保全に努め、環境にやさしいみちづくりをす
　すめます。
②「安全で安心して暮らせる」みちづくり
　　災害時の避難場所へのアクセス路や防災拠点への緊急輸送道路の確保など防災に対
　応した道路整備を行います。
　　また、誰もが安全に移動できるように、ユニバーサルデザインに配慮した道路整備
　を行い、安全で安心して暮らせるみちづくりをすすめます。
③「公共交通が使いやすい」みちづくり
　　路線バスの主要な路線となっている道路の整備を行い、地域の実情に応じたバス路
　線のネットワーク形成による利便性・快適性の向上を図ります。
　　また、鉄道駅へのアクセス路を確保するなど、公共交通が使いやすいみちづくりを
　すすめます。
④「市民生活を支える」みちづくり
　　高速道路のＩＣ、帯広駅、工業団地、流通業務団地などの拠点へアクセスする幹線
１道路の整備を行い、人や物資の移動の円滑化を図り、市民生活を支えるみちづくりを
　すすめます。

目指すべき将来像の実現に向けた都市計画道路のあり方

 

２－３ 見直しの効果 

   都市計画道路を見直すことによって、人口減少・少子高齢化社会などの将来を

見据えた道路網計画を再構築し、安心で安全なまちづくりを目指します。 

   また、道路幅員や道路構造を見直すことによる事業費の縮減及び事業の選択と

集中による効率的・効果的な整備を行うことで、事業の早期着手、早期完成によ

る自動車の走行時間短縮や二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出削減と

いった効果が想定されます。 

   さらに、都市計画法第５３条による建築制限の撤廃による土地の有効活用が見

込まれます。 
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３ 見直しの方法 

３－１ 見直しの進め方 

   見直しは、北海道が策定した「都市計画道路の見直しガイドライン」に基づき、

図３．１見直しの検討手順に沿って、見直し検討路線を抽出し、必要性・実現性

の検証を行い、計画の「存続」、「変更」、「廃止」を判断し、個別路線の具体的な

検討を行います。 

図３．１　見直しの検討手順

未整備区間を含む都市計画道路【事業中、事業予定のある路線（区
間）、用地が確保されている路線などを除く】のうち
①計画決定からの経過年数が３０年以上である路線
②計画決定からの経過年数が３０年未満だが、特に見直しが必要と判
　断される路線など

　　　　　　【第１段階】　見直し検討路線の抽出

下記の項目について、必要性を検証します。
①現状の整理
②計画決定時の位置付け
③整備の課題
④道路の機能
⑤道路の連続性・配置バランス
⑥機能を代替する路線の有無

　　　　　　【第２段階】　必要性の検証

下記の項目について、実現性を検証します。
①自然環境、道路構造、市街地環境、財政環境などの事業への影響
②当該路線の固有の課題

　　　　　　【第３段階】　実現性の検証

将来交通量や沿道の土地利用状況などを踏まえ、車線数、幅員、線形
について検討します。

　　　　　　【第４段階】　個別路線の具体的な検討

個別路線の検討結果を考慮した道路網で、将来交通量、道路密度など
の検証を行います。

　　　　　　【第５段階】　道路網全体の検証・評価

都市計画変更素案の作成

見
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３－２ 見直し検討路線の抽出 

【第１段階】見直し検討路線の抽出 

○検討路線の考え方 

未整備区間を含む都市計画道路のうち、事業中や事業予定のある路線（区間）、

用地が確保されている路線、道路のネットワーク上必要である路線を除き、下

記の条件に該当する路線を見直し検討路線として抽出します。 

 
①計画決定からの経過年数が３０年以上である路線
②計画決定からの経過年数が３０年未満だが、特に見直しが必要と判断される
路線

 

 

   

○都市計画決定時からの経過年数の考え方 

    都市計画道路の区域内では建築制限が課せられており、耐用年数が３０年程

度とされている木造建築物などは、再度許可申請して建て替えが行われること

が考えられることから、都市計画決定からの経過年数が３０年以上である都市

計画道路を対象とします。 

   ○長期間未整備以外の検討路線の考え方 

    都市計画決定からの経過年数が３０年未満の路線でも、個別の課題を有して

おり、特に見直しが必要と判断される路線や幹線街路が関連する歩行者・自転

車専用道路（特殊街路）を検討路線とします。 

 
図３．２　見直し検討路線抽出のフロー

 
①未整備区間を含む都市計画道路

 

②計画決定からの経過年数
　が３０年以上である路線

　見直し検討路線　１３路線　１５．４㎞

③計画決定からの経過年数
　が３０年未満だが、特に
　見直しが必要と判断され
　る路線など

ただし、下記に該当する路線を除く

　○事業中、事業予定がある路線（区間）

　○用地が確保されている路線

　○道路のネットワーク上必要である路線など
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図３．３　見直し検討路線図

見直し検討路線図

見直し検討路線

凡　　例

都市計画道路

東大通

共栄通

南３丁目通

木賊原通

光南通

１８条通

弥生新道

大和通

ｳﾂﾍﾞﾂGR

啓北GR

春駒通

大通

学園通
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計画幅員 延長

(m) (㎞)

3・1・1 東大通 45 年
東4南3

(石狩通)

東4南13

(営林局通)
25 1.38

・交通量減少による４車線

の必要性低下
・車線数の変更

3・3・10 共栄通 45 年
緑ヶ丘

(南６線)

西12南9

(白樺通)
25 2.31

・交通量減少による４車線

の必要性低下
・車線数の変更

3・3・11 春駒通 45 年
西7南17

(公園大通)

西15南17

(１５条通)
25 1.26

・交通量減少による４車線

の必要性低下

・車線数の変更

・ｳﾂﾍﾞﾂGRの代替機能

の検討

3・3・46 弥生新道 25 年
西19南42

(学園通)

川西町

(南帯橋)
43 4.71

・交通量減少による４車線

の必要性低下

・自然環境への影響

・高速道路の有効活用

・車線数の変更

・線形の検討

3・3・6 大通 25 年
川西町

(川西ｲﾝﾀｰ

線)

川西町

(弥生新道)
43 1.10

・交通量減少による４車線

の必要性低下

・弥生新道の線形変更に伴

う終点の検討

・車線数の変更

・終点の変更

3・4・39 １８条通 45 年
西18南3

(柏林台川)

西18南2

(柏林台通)
18 0.56 ・現道で機能確保 ・現道幅員への変更

3・4・54 大和通 35 年
西16南1

(１５条通)

西17南1

(弥生新道)
18 1.08

・交通量減少による幹線道

路としての必要性低下

・副道による事業費増加

・区画街路への変更

・副道の構造検討

3・3・47 学園通 35 年
西13南41

(公園東通)

西15南41

(共栄通)
27 0.56 ・自然環境への影響 ・保安林の迂回検討

3・4・33 光南通 35 年
東8南21

(柏通)

東4南22

(東大通)
18 0.56 ・終点部が民地を分断 ・直線化の検討

3・4・29 木賊原通 19 年
西12北5

(鈴蘭新通)

西7北5

(北親通)
18 0.63

・伏古別川沿いに現道が存

在

・交通の流れの改善

・伏古別川沿いの現道

活用を検討

8・3・4 啓北ｸﾞﾘｰﾝﾛｰﾄﾞ 11 年
西6北6

(十勝川)

西8北4

(西3号)
27 0.42

・木賊原通の線形変更に伴

う区域の検討

・幅員や線形、区域の

検討

3・4・15 南３丁目通 35 年
東3南3

(東3条)

東4南3

(東大通)
20 0.11

・代替できる路線が存在

し、必要性が低下
・廃止の検討

8・3・2
ｳﾂﾍﾞﾂ・ｸﾞﾘｰ
ﾝ・ﾛｰﾄﾞ

22 年
緑ヶ丘

(春駒橋)

緑ヶ丘

(共栄通)
3～21 0.70

・代替できる路線が存在

し、必要性が低下
・廃止の検討

方向性

見直し検討路線の課題

見直し検討区間

起点 終点
現計画の課題経過年数路線名
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３－３ 抽出路線の評価 

【第２段階】必要性の検証 

   第１段階で抽出した見直し検討路線について、以下の項目について整理し、そ

の必要性を検証します。 

第２段階の「必要性の検証」において、すべての評価項目に該当しない場合に

は、「廃止に向けて検討する路線」とし、評価項目のいずれかに該当する場合には、

「代替路線の有無」について検討します。 

当該路線の機能を代替する路線がある場合、又は代替する路線がない場合で、

新たな路線の追加や他路線の変更により、当該路線の機能を満足することができ

る場合は、「廃止に向けて検討する路線」とします。 

当該路線の機能を代替する路線がない場合は、第３段階の「実現性の検証」に

進むこととします。 

 
≪整理項目≫
　●現状の整理
　　上位計画における位置付け、土地利用、建築規制などの状況
　●計画決定時の位置付け
　　現在の状況と比較するため、見直し検討路線が計画決定時にどのような
　　考え方で決定されたかを確認
　●整備の課題
　　現在の計画どおりに整備する場合の課題

    

 

 

 

 

 

 
≪評価項目≫
　①道路機能の検証
　　抽出した路線の有する道路機能
　　・交通機能
　　・空間機能（都市防災機能、都市環境機能、収容空間機能）
　　・市街地形成機能
　②道路の連続性・配置バランス
　　見直し検討路線の周辺地区における道路網ネットワーク状況（自
　　けではなく、歩行者・自転車についても）

 

 

 

 

 
動車だ

 

 
≪代替路線の有無≫
　●機能を代替する路線の有無
　　・当該道路に求められる機能を代替する路線の有無
　　・新たな路線の追加や他の路線の変更により、当該路線の機能を満足さ
　　　せることができるか

 

 

 

【第３段階】実現性の検証 

事業の実現性の評価は、抽出した見直し検討路線について、以下の項目による

事業への影響事項を整理し、事業の実現性について検証します。 

「実現性の検証」において、どの要件に該当し、どのような内容であるかを整

理したうえで、線形や幅員等の都市計画を変更することにより、その都市計画道

路の交通計画上及びまちづくり上の必要性を損なうことなく、整備することが可
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能であるかを検討します。 

≪評価項目≫
　①自然環境
　　主要な緑地などを通過することによる良好な自然環境への影響
　②道路構造
　　橋梁や擁壁などの大規模構造物による事業費の増加や地形的に接道が困
　　難になる場合など、道路の整備上、検討を要する事項
　③市街地環境
　　通過交通などによるコミュニティの分断や建て替えの困難な小規模残地
　　の多数発生による市街地の空洞化の恐れなど
　④財政環境
　　用地補償費、工事費などの財政負担を増大させる要因
　⑤当該路線の固有の課題への対応
　　当該路線の固有の課題を把握し、変更・廃止することが地域の実情に即

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　したものであるかを確認     

検証の結果、現計画での実現性が高いと判断された路線は、「存続する路線」と

します。また、評価項目に一項目以上該当する場合で、都市計画の変更により、

実現性の課題に対応できると判断された場合は、「変更に向けて検討する路線」と

しますが、都市計画の変更により対応できない場合は「存続する路線」とします。 

 
【第２段階】必要性の検証

【第３段階】実現性の検証

図３．４　必要性・実現性の検証フロー

 
○「道路機能」からの検証
　■廃止した場合、交通機能の必要性が高く、周辺道路に問題が生じる
　■廃止した場合、空間機能や市街地形成機能の必要性が高く、まちづく
　　りに問題が生じる
○「連続性・配置バランス」からの検証
　■廃止した場合、連続性・配置バランスに問題が生じる

ＮＯ

ＮＯ

 

現計画の実施により、
○「自然環境」の検証
　■自然環境への影響がある
○「道路構造」の検証
　■大規模構造物による事業費の増加や周辺への影響がある
○「市街地環境」の検証
　■コミュニティの低下や市街地の空洞化などの問題が生じる
○「財政環境」の検証
　■用地補償費、工事費などから財政負担が大きくなる
○「固有の課題」の検証
　■変更・廃止していることが地域の実情に即したものであるか

都市計画の変更により実現性の課題
に対応できるか

変更
に向けて検討

ＮＯ

廃止
に向けて検討 

 

 

１項目以上該当

○「代替路線の有無」からの検証
　■当該路線の機能を代替できる路線があるか
　■新たな路線の追加や他の路線の変更により、当該路線の機能を満足さ
　　せることができるか

ＹＥＳ
 ＹＥＳ

 廃止
に向けて検討

ＹＥＳ
現計画での実現性

が高いと判断

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 存続
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３－４ 個別路線の方向性の検討 

【第４段階】個別路線の具体的な検討 

第２、３段階の必要性、実現性の検証において、「廃止に向けて検討する」と判

断される路線については、廃止と判断した理由を整理したうえで、廃止する方針

とし、「変更に向けて検討する」と判断される路線については、各路線の課題の解

消に向けて、下図に示すように車線数、幅員、線形について検討します。 

 図３．５　個別路線の具体的な検討

●沿道の土地利用や自転車・歩行者のネットワークなどの当該路線の特性
　に応じた必要な道路の機能を検討し、現在の幅員が必要ない場合は停車
　帯や歩道などの幅員を変更する。
●交通量の減少により、都市全体の交通を担わない幹線道路を区画街路に
　変更するなど、道路区分の変更を行い、区画街路にふさわしい横断面構
　成に変更する。

　　　　　　　　　（２）幅員の変更

将来交通量による必要な車線数と現計画による車線数とを比較し、不整合
がある場合は、必要な車線数に変更する。

　　　　　　　　　（１）車線数の変更

沿道状況や地形的制約から、当該路線が良好な街並みの形成に影響を及ぼ
す場合などについて、線形を変更する。

　　　　　　　　　（３）線形の変更

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－５ 道路網全体の検証 

【第５段階】道路網全体の検証・評価 

第４段階までに検討した見直し検討路線の方向性を考慮した道路網により、都

市圏全体で、将来交通需要推計と道路密度により、支障がないかを検証します。 

○将来交通需要推計の検証 

平成２０年に策定された帯広圏総合都市交通体系調査において、パーソントリ

ップ調査を基礎データとした「平成３７年の将来交通需要推計」を行っており、

この推計に基づいて、第４段階までに検討した見直し検討路線の方向性を考慮し

た道路網が、将来交通需要推計上支障がないかを検証します。 

○道路密度の検証 

第４段階までに検討した見直し検討路線の方向性を考慮した道路網により、都

市圏全体の道路密度を算定し、その道路密度と将来像を踏まえたその都市圏の望

ましい道路密度を比較し、道路網全体で支障がないかを検証します。 
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４ 今後の進め方 

４－１ 住民との合意形成 

  未整備の都市計画道路については、その区域内に建築制限が課せられていること

から、その見直しが住民に及ぼす影響も大きいと考えられます。 

  このため、都市計画道路の見直しにあたっては、交通ネットワークなどの広域的

な観点と将来のまちづくりの観点から、必要性や見直しに至った社会経済情勢の変

化などについて、十分な情報提供を行うとともに住民意見の把握を行い、住民の理

解を得られるよう努めていきます。 

 

４－２ 今後のスケジュール 

  今後は、この基本的な考え方に基づいて作業をすすめ、個別路線の検討を行いま

す。その結果、「変更」、「廃止」と判断された路線について、関係地権者や地域住民

などの方々を対象に説明会を行い、おおむねの合意が得られた段階で、都市計画変

更の手続きに入ります。 

 図４．１　今後の進め方

今
後
の
進
め
方

見直しの基本的な考え方（案）
の公表

意見集約・反映

見直しの基本的な考え方
の公表

パブリックコメント

情報提供

帯
広
市
民

全
市
的
な
検
討

個別路線の検討

都市計画変更の手続き開始

地
域
住
民

都市計画変更素案の作成
（個別路線の検討結果）

個
別
路
線
の
検
討

合意形成

地域説明会

おおむねの合意が得られたものから順次

「変更」「廃止」と判断された路線
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